
１．利益の高い物件を子供に贈与した場合のメリット

２．相続時精算課税と暦年課税の比較
①比較表

②比較例
　　　（条件：法定相続人が１人で、３０００万円の贈与を受けた後、７０００万円を相続した場合）

８．利益の高い物件を子供に贈与することによる節税策

項　　目 暦年単位課税制度 相続時精算課税制度

税額の計算
（その年の受贈額合計-110万円）

（受贈額累計－2,500万円）　＊20％
　＊10％～50％までの累進税率

相続時の持ち ・相続開始前３年以内の贈与のみを ・受贈額累計を相続時に持ち戻し、

戻し計算 　相続時に持ち戻し、再計算をする。 　再計算をする。

贈与者と受贈者 　不問
・贈与者：６０才以上の親

・受贈者：２０才以上の子・孫

制度の選択 　手続き不要

・翌年３月１５日までに届出る

・父母それぞれについて、別々

　に制度を選択できる。

２回目以降での選択
　可能 　不能

した制度の変更

相続税の節税 　節税に使える ・節税に使える余地は少ない

主な活用

・相続税の節税 ・贈与者の生前意思による財産の

・一口当たりが、相続時精算課税 　分配ができる。

　制度に比べて小口な贈与向き ・一時に、大口の贈与ができる

賃貸住宅を贈与すると、その建物の固定資産評価額から借家権の価額を差し引いた価額に対して贈与税が課

税されますが、相続財産からは除外されます。また、贈与後の収入には贈税は課税されないことから、将来の

収入も同時に贈与したのと同じ効果を生み出します。まさに、所得税対策と相続税対策が同時に行えるという

わけです。（親から子への贈与については、一定の要件もとに相続時精算課税制度を選択することができます。

詳しくは「２．相続時精算課税と暦年課税の比較」を参照してください。）

基礎控除額

基礎控除額

基礎控除額

税率

課税遺産総額

贈与税額

１億円 － ６０００万円 ＝ ４０００万円

税率 控除額 基礎控除額

贈与税額（1年）

課税価格

税率

税率

課税遺産総額

贈与税額

贈与税額（合計）

３０００万円 － ２５００万円 = ５００万円

５００万円 × ２０％ = １００万円

非課税枠

３００万円 － １１０万円 ＝ １９０万円

４０００万円 × ２０％ － ２００万円 ＝ ６００万円

（内訳：贈与税＝ ＝１００万円、相続税額＝ ５００万円）

１９０万円 × １０％ ＝ １９万円

１９万円 × １０年 ＝ １９０万円

７０００万円 － ６０００万円 ＝ １０００万円

１０００万円 × １０％ ＝ １００万円

トータルの税額は の６００万円B A B A

トータルの税額は ＋ ＝２９０万円A B

A

B

A

B
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